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多摩市告示第３０５号  

 

 令和７年第２回多摩市議会定例会を下記のとおり招集する。  

  令和７年５月２２日  

                 多摩市長  阿 部 裕 行  

 

記  

 

１ 日 時   令和７年６月５日（午前１０時）  

 

２ 場 所   多摩市役所議場  
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第４０号議案  

大松台小学校改修工事の請負契約の締結についての議決事項の  

一部変更について  

上記の議案を次のとおり提出する。  

令和７年６月５日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 

提案理由  

 令和７年第１回多摩市議会定例会において議決を経た大松台小学校改修工事

の請負契約の締結について、下記のとおり変更したいので、議会の議決に付す

べき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年多摩市条例第９

号）第２条の規定により議会の議決に付する。  

 

記  

 

１ 工 事 件 名 大松台小学校改修工事  

２ 契約の相手方  多摩市落川１２５１番地  

朝倉・イワヲ建設共同企業体 株式会社朝倉組  

代表取締役 朝倉 泰成  

３ 契 約 金 額 変更前 金７７３，５２０，０００円  

          変更後 金７８４，８０６，０００円  

４ 契 約 の 方 法 一般競争入札（地方自治法第２３４条第１項適用）  

 

変更の理由     

 令和７年３月１日以降に契約を行った工事に係る契約のうち、令和６年度公

共工事設計労務単価を用いて予定価格を積算した工事の契約について、令和７

年３月から適用する公共工事設計労務単価の運用に係る特例措置に基づき、契

約金額を変更するものである。  
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第４１号議案  

大松台小学校改修に伴う電気設備工事の請負契約の締結についての  

議決事項の一部変更について  

上記の議案を次のとおり提出する。  

令和７年６月５日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 

提案理由  

 令和７年第１回多摩市議会定例会において議決を経た大松台小学校改修に伴

う電気設備工事の請負契約の締結について、下記のとおり変更したいので、議

会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年多

摩市条例第９号）第２条の規定により議会の議決に付する。  

 

記  

 

１ 工 事 件 名 大松台小学校改修に伴う電気設備工事  

２ 契約の相手方  多摩市永山六丁目２番地９－１０６  

  デジタル・日本電力建設共同企業体  

デジタル産業株式会社  

代表取締役  秋山  秀浩 

３ 契 約 金 額 変更前 金２３８，７００，０００円  

          変更後 金２４３，８８１，０００円  

４ 契 約 の 方 法 一般競争入札（地方自治法第２３４条第１項適用）  

 

変更の理由     

 令和７年３月１日以降に契約を行った工事に係る契約のうち、令和６年度公

共工事設計労務単価を用いて予定価格を積算した工事の契約について、令和７

年３月から適用する公共工事設計労務単価の運用に係る特例措置に基づき、契

約金額を変更するものである。  
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第４２号議案  

鶴牧中学校改修工事の請負契約の締結についての議決事項の  

一部変更について  

上記の議案を次のとおり提出する。  

令和７年６月５日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 

提案理由  

 令和６年第１回及び令和６年第２回多摩市議会定例会において議決を経た鶴

牧中学校改修工事の請負契約の締結について、下記のとおり変更したいので、

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年

多摩市条例第９号）第２条の規定により議会の議決に付する。  

 

記  

 

１ 工 事 件 名 鶴牧中学校改修工事  

２ 契約の相手方  多摩市落川１２５１番地  

朝倉・イワヲ建設共同企業体 株式会社朝倉組  

代表取締役 朝倉 泰成  

３ 契 約 金 額 変更前 金６１２，５６８，０００円  

          変更後 金６１７，０７７，１２０円  

４ 契 約 の 方 法 一般競争入札（地方自治法第２３４条第１項適用）  

 

変更の理由     

 技 能 労 働者 への適切な賃金水準を確保するため、 令和７年３月１日が

工期内にある工事に係る契約のうち、残工事期間が２ヶ月以上ある工事の契約

について、契約金額を令和７年４月１日の賃金水準及び物価水準に基づき算定

した額に変更する措置の実施に伴い、契約金額を変更するものである。  
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第４３号議案  

鶴牧中学校改修に伴う電気設備工事の請負契約の締結についての  

議決事項の一部変更について  

上記の議案を次のとおり提出する。  

令和７年６月５日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 

提案理由  

 令和６年第１回及び令和６年第２回多摩市議会定例会において議決を経た鶴

牧中学校改修に伴う電気設備工事の請負契約の締結について、下記のとおり変

更したいので、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例（昭和３９年多摩市条例第９号）第２条の規定により議会の議決に付する。  

 

記  

 

１ 工 事 件 名 鶴牧中学校改修に伴う電気設備工事  

２ 契約の相手方  多摩市鶴牧二丁目２３番地７ 

日本電力・井上建設共同企業体 

株式会社日本電力サービス 

代表取締役 横倉 利隆 

３ 契 約 金 額 変更前 金２０８，３５１，０００円  

          変更後 金２１１，８２７，４４０円  

４ 契 約 の 方 法 一般競争入札（地方自治法第２３４条第１項適用）  

 

変更の理由     

 技 能 労 働者 への適切な賃金水準を確保するため、 令和７年３月１日が

工期内にある工事に係る契約のうち、残工事期間が２ヶ月以上ある工事の契約

について、契約金額を令和７年４月１日の賃金水準及び物価水準に基づき算定

した額に変更する措置の実施に伴い、契約金額を変更するものである。  
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第４４号議案  

令和７年度更新用ＧＩＧＡ端末（教員分）購入契約の締結について  

上記の議案を次のとおり提出する。  

令和７年６月５日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 

提案理由  

 議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９

年多摩市条例第９号）第３条の規定により議会の議決に付する。  

 

記  

 

１ 契 約 の 目 的 市内小・中学校において教員が使用する教育用端末を更

新するための端末及び付属機器の購入  

 

２ 契約の相手方  東京都立川市曙町二丁目１２番地１ 

リコージャパン株式会社デジタルサービス営業本部 

西東京支社 西東京ＬＡ営業部 

部長 吉良 一浩 

 

３ 契 約 金 額 金４８，７７７，３００円  

           

４ 契 約 の 方 法 指名競争入札（地方自治法施行令第１６７条第３号適

用）  

 

（参考）  

１ 種類及び数量  教員用タブレット及び付属機器９００台  

２ 契 約 期 間  契約締結の日から令和７年１０月３１日まで  

３ 財 源  一般財源  
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第４５号議案  

損害賠償の和解について  

上記の議案を次のとおり提出する。  

令和７年６月５日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 

提案理由  

 この議案は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２

号及び第１３号の規定に基づき、提出するものである。  

 

記  

 

１ 和解の内容  

⑴   多摩市と相手方Ａは、本件コンクリート境界杭による車両破損のため、

相手方に金１，００１，０００円の損害額が生じたことを確認する。  

⑵   多摩市と相手方Ａは、本件自動車事故において、双方に過失があり、

その割合は、多摩市５０パーセント、相手方Ａ５０パーセントとし、前

項の車両破損の損害賠償債務として、多摩市は、相手方Ａに対し金５０

０，５００円の支払義務のあることを相互に確認する。  

⑶   多摩市は、相手方Ａに対し、前項による債務金５００，５００円を支

払う。  

⑷   多摩市と相手方Ａの間には、本件事案に関して、本和解条項に定める

もののほか、何らの債権債務のないことを確認する。  

 

２ 和解の相手方  

東京都八王子市松木  

 Ａ  

 

３ 和解の理由  

令和４年１月１７日、相手方より、多摩市唐木田において多摩市が管理す

るコンクリート境界杭による車両破損が発生している旨の申し出があり、現

場にて破損状況を確認した結果、コンクリート境界杭が原因であることが判

明した。  

この事故により、相手方の車両破損の損害額の負担について和解する必要

があるため。  
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第４６号議案  

多摩市教育委員会委員の任命につき同意を求めることについて  

下記の者を、多摩市教育委員会委員に任命したいので、地方教育行政の組織

及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定によ

り、議会の同意を求める。  

令和７年６月５日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 

提案理由  

多摩市教育委員会委員比田井秀美氏が、令和７年６月３０日をもって退任す

ることに伴い、本案を提出する。  

 

記  

 

氏   名  住        所  生年月日  

中馬 幸代    
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第４７号議案  

多摩市監査委員の選任につき同意を求めることについて  

下記の者を、多摩市監査委員（議員のうちから選任される者）に選任したい

ので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９６条第１項の規定により、

議会の同意を求める。  

令和７年６月５日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 

提案理由  

 多摩市監査委員（議員のうちから選任される者）荒谷 隆見氏が、令和７年

６月１１日をもって辞職することに伴い、本案を提出する。  

 

記  

 

氏   名  住        所  生年月日  

橋本 由美子    
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第４８号議案  

多摩市市税条例の一部を改正する条例の制定について  

上記の議案を次のとおり提出する。  

令和７年６月５日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 

              記  

 

多摩市条例第  号 

 

多摩市市税条例の一部を改正する条例  

 

多摩市市税条例（昭和４０年多摩市条例第１号）の一部を次のように改正す

る。  

第１８条中「は、」の次に「公示事項（同条第２項に規定する公示事項をい

う。以下この条において同じ。）を地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第

２３号。以下「施行規則」という。）第１条の８第１項に規定する方法により

不特定多数の者が閲覧することができる状態に置く措置をとるとともに、公示

事項が記載された書面を」を加え、「掲示して行う」を「掲示し、又は公示事

項を多摩市の事務所に設置した電子計算機の映像面に表示したものの閲覧をす

ることができる状態に置く措置をとることによってする」に改める。 

第１８条の３中「地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下「

施行規則」という。）」を「施行規則」に改める。 

第３４条の２中「又は扶養控除額」を「、扶養控除額又は特定親族特別控除

額」に改める。 

第３６条の２第１項ただし書中「若しくは法第３１４条の２第４項」を「、 

法第３１４条の２第４項」に改め、「扶養控除額」の次に「若しくは特定親族 

特別控除額（特定親族（同条第１項第１２号に規定する特定親族をいう。第３ 

６条の３の２第１項第３号及び第３６条の３の３第１項において同じ。）（前 

年の合計所得金額が８５万円以下であるものに限る。）に係るものを除く。）」

を加える。 

第３６条の３の２第１項第３号中「扶養親族」の次に「又は特定親族」を加

える。 

第３６条の３の３第１項中「者に限る。）」の次に「若しくは特定親族（退

職手当等に係る所得を有する者であって、合計所得金額が８５万円以下である
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ものに限る。）」を加え、同項第３号中「扶養親族」の次に「又は特定親族」

を加える。 

附則第１０条の３中第１５項を第１６項とし、第１４項を第１５項とし、第

１３項の次に次の１項を加える。 

１４ 市長は、法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンションに係

る区分所有に係る家屋については、前項の申告書の提出がなかった場合にお

いても、マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法律第

１４９号）第５条の２第１項に規定する管理組合の管理者等から法附則第１

５条の９の３第２項に規定する期間内に施行規則附則第７条第１７項各号に

掲げる書類の提出がされ、かつ、当該特定マンションが法附則第１５条の９

の３第１項に規定する要件に該当すると認められるときは、前項の規定にか

かわらず、同条第１項の規定を適用することができる。 

附則第１６条の２の次に次の１条を加える。 

（加熱式たばこに係るたばこ税の課税標準の特例）  

第１６条の２の２ 令和８年４月１日以後に第９２条の２第１項の売渡し又は

同条第２項の売渡し若しくは消費等（次項において「売渡し等」という。）

が行われた加熱式たばこ（第９２条第１号オに掲げる加熱式たばこをいい、

第９３条の２の規定により製造たばことみなされるものを含む。以下この条

において同じ。）に係る第９４条第１項の製造たばこの本数は、同条第３項

の規定にかかわらず、当分の間、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める方法により換算した紙巻たばこ（第９２条第１号アに掲げる紙巻たば

こをいう。以下この項及び次項において同じ。）の本数によるものとする。  

⑴ 葉たばこ（たばこ事業法第２条第２号に規定する葉たばこをいう。）を

原料の全部又は一部としたものを紙その他これに類する材料のもので巻い

た加熱式たばこ（当該葉たばこを原料の全部又は一部としたものを施行規

則附則第８条の４の２に規定するところにより直接加熱することによって

喫煙の用に供されるものに限る。） 当該加熱式たばこの重量（フィルタ

ーその他の施行規則附則第８条の４の３に規定するものに係る部分の重量

を除く。以下この項から第３項までにおいて同じ。）の０．３５グラムを

もって紙巻たばこの１本に換算する方法。ただし、当該加熱式たばこの１

本当たりの重量が０．３５グラム未満である場合にあっては、当該加熱式

たばこの１本をもって紙巻たばこの１本に換算する方法  

⑵ 前号に掲げるもの以外の加熱式たばこ 当該加熱式たばこの重量の０．

２グラムをもって紙巻たばこの１本に換算する方法。ただし、当該加熱式

たばこの品目ごとの１個当たりの重量が４グラム未満である場合にあって
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は、当該加熱式たばこの品目ごとの１個をもって紙巻たばこの２０本に換

算する方法  

２ 前項の規定により加熱式たばこのうち同項第１号ただし書の規定の適用を

受けるもの及び同項第２号ただし書の規定の適用を受けるもの以外のものの

重量を紙巻たばこの本数に換算する場合における計算は、売渡し等が行われ

た加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重量に当該加熱式たばこの品目ご

との数量を乗じて得た重量を同項各号に掲げる区分ごとに合計し、その合計

重量を紙巻たばこの本数に換算する方法により行うものとする。  

３ 前項の計算に関し、同項の加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重量に 

０．１グラム未満の端数がある場合には、その端数を切り捨てるものとする。  

４ 第１項第２号に掲げる加熱式たばこ（第９３条の２の規定により製造たば

ことみなされるものに限る。）のうち、次に掲げるものについては、同号た

だし書の規定は、適用しない。  

⑴ 第１項第１号に掲げる加熱式たばこと併せて喫煙の用に供されるもの  

⑵ 第１項第２号に掲げる加熱式たばこ（第９３条の２の規定により製造た

ばことみなされるものを除く。）と併せて喫煙の用に供される加熱式たば

こ（同条の規定により製造たばことみなされるものに限る。）であって当

該加熱式たばこのみの品目のもの 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和８年１月１日（以下「施行日」という。）から施行 

する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

⑴ 附則第１０条の３の改正規定 公布の日 

⑵ 附則第１６条の２の次に１条を加える改正規定及び附則第４条の規定 

令和８年４月１日 

⑶ 第１８条及び第１８条の３の改正規定並びに次条の規定 地方税法等の

一部を改正する法律（令和５年法律第１号）附則第１条第１２号に掲げる

規定の施行の日 

（公示送達に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の多摩市市税条例（以下「新条例」という。）

第１８条の規定は、前条第３号に掲げる規定の施行の日以後にする公示送達

について適用し、同日前にした公示送達については、なお従前の例による。 

（市民税に関する経過措置） 

第３条 新条例第３４条の２及び第３６条の２第１項ただし書の規定は、令和

８年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和７年度分までの個
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人の市民税については、なお従前の例による。  

２ 令和８年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第３６条の

２第１項の規定の適用については、同項ただし書中「特定親族特別控除額（

特定親族（同条第１項第１２号に規定する特定親族をいう。第３６条の３の

２第１項第３号及び第３６条の３の３第１項において同じ。）（前年の合計

所得金額が８５万円以下であるものに限る。）に係るものを除く。）」とあ

るのは、「特定親族特別控除額」とする。 

３ 新条例第３６条の３の２第１項の規定は、施行日以後に支払を受けるべき

新条例第３６条の２第１項ただし書に規定する給与について提出する新条例

第３６条の３の２第１項及び第３項の規定による申告書について適用し、施

行日前に支払を受けるべきこの条例による改正前の多摩市市税条例（以下「

旧条例」という。）第３６条の２第１項ただし書に規定する給与について提

出した旧条例第３６条の３の２第１項及び第３項の規定による申告書につい

ては、なお従前の例による。 

４ 新条例第３６条の３の３第１項の規定は、施行日以後に支払を受けるべき

所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定する公的

年金等（同法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項

において「公的年金等」という。）について提出する新条例第３６条の３の

３第１項の規定による申告書について適用し、施行日前に支払を受けるべき

公的年金等について提出した旧条例第３６条の３の３第１項の規定による申

告書については、なお従前の例による。 

（市たばこ税に関する経過措置） 

第４条 次項に定めるものを除き、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日

前に課した、又は課すべきであった加熱式たばこ（新条例附則第１６条の２

の２第１項に規定する加熱式たばこをいう。次項において同じ。）に係る市

たばこ税については、なお従前の例による。 

２ 令和８年４月１日から同年９月３０日までの間に、多摩市市税条例第９２

条の２第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等が行われた加

熱式たばこに係る同条例第９４条第１項の製造たばこの本数は、同条第３項

及び新条例附則第１６条の２の２の規定にかかわらず、次に掲げる製造たば

この本数の合計数によるものとする。 

⑴ 多摩市市税条例第９４条第３項の規定により換算した紙巻たばこ（新条

例附則第１６条の２の２第１項に規定する紙巻たばこをいう。次号におい

て同じ。）の本数に０．５を乗じて計算した製造たばこの本数 

⑵ 新条例附則第１６条の２の２の規定により換算した紙巻たばこの本数に
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０．５を乗じて計算した製造たばこの本数 

３ 前項各号に掲げる製造たばこの本数に１本未満の端数がある場合には、そ

の端数を切り捨てるものとする。 
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第４９号議案  

多摩市立保育所条例の一部を改正する条例の制定について  

上記の議案を次のとおり提出する。  

令和７年６月５日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 

記  

 

多摩市条例第  号  

 

多摩市立保育所条例の一部を改正する条例  

 

多摩市立保育所条例（昭和４６年多摩市条例第３４号）の一部を次のように

改正する。  

第１条中「（以下「保育園」という。）」を削る。  

第３条中「保育園の」を「多摩市の設置する保育所（以下「保育園」という

。）の」に改める。  

第５条及び第６条ただし書中「市の設置する」を削る。  

別表第１中備考以外の部分を次のように改める。  

別表第１（第６条関係）  

特定教育・保育施設で行われる保育に係る利用者負担額表（保育標準時間）  

各月初日に在籍している子どもの属する世帯

の階層区分 
利用者負担額（月額、単位：

円） 
階層区分 世帯区分 

Ａ 

生活保護法（昭和２５年法律第１

４４号）による被保護世帯（単給

世帯を含む。）及び中国残留邦人

等の円滑な帰国の促進並びに永住

帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）による

支援給付受給世帯 

０ 

 

Ｂ 市町村民税非課税世帯 ０ 

Ｃ１ 
均等割の額のみ（所得割の額のな

い世帯） 

０ 
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Ｃ２ 
所得割の額 １円以上 

24,300円未満 

０ 

Ｃ３ 
所得割の額  24,300円以上 

48,600円未満 

０ 

Ｄ１ 
所得割の額  48,600円以上 

60,700円未満 

０ 

Ｄ２ 
所得割の額  60,700円以上 

72,800円未満 

０ 

Ｄ３ 
所得割の額  72,800円以上 

84,900円未満 

０ 

Ｄ４ 
所得割の額  84,900円以上 

97,000円未満 

０ 

Ｄ５ 
所得割の額  97,000円以上 

115,000円未満 

０ 

Ｄ６ 
所得割の額  115,000円以上 

133,000円未満 

０ 

Ｄ７ 
所得割の額  133,000円以上 

151,000円未満 

０ 

Ｄ８ 
所得割の額  151,000円以上 

169,000円未満 

０ 

Ｄ９ 
所得割の額  169,000円以上 

187,000円未満 

０ 

Ｄ10 
所得割の額  187,000円以上 

206,000円未満 

０ 

Ｄ11 
所得割の額  206,000円以上 

225,000円未満 

０ 

Ｄ12 
所得割の額  225,000円以上 

244,000円未満 

０ 

Ｄ13 
所得割の額  244,000円以上 

263,000円未満 

０ 

Ｄ14 
所得割の額  263,000円以上 

282,000円未満 

０ 

Ｄ15 
所得割の額  282,000円以上 

301,000円未満 

０ 
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Ｄ16 
所得割の額  301,000円以上 

333,000円未満 

０ 

Ｄ17 
所得割の額  333,000円以上 

365,000円未満 

０ 

Ｄ18 
所得割の額  365,000円以上 

397,000円未満 

０ 

Ｄ19 所得割の額 397,000円以上 ０ 

別表第１備考中４の項を削り、５の項を４の項とする。  

別表第２中備考以外の部分を次のように改める。  

別表第２（第６条関係）  

特定教育・保育施設で行われる保育に係る利用者負担額表（保育短時間）  

各月初日に在籍している子どもの属する世帯

の階層区分 
利用者負担額（月額、単位：

円） 
階層区分 世帯区分 

Ａ 

生活保護法による被保護世帯（単

給世帯を含む。）及び中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法

律による支援給付受給世帯 

０ 

 

Ｂ 市町村民税非課税世帯 ０ 

Ｃ１ 
均等割の額のみ（所得割の額のな

い世帯） 

０ 

Ｃ２ 
所得割の額 １円以上 

24,300円未満 

０ 

Ｃ３ 
所得割の額  24,300円以上 

48,600円未満 

０ 

Ｄ１ 
所得割の額  48,600円以上 

60,700円未満 

０ 

Ｄ２ 
所得割の額  60,700円以上 

72,800円未満 

０ 

Ｄ３ 
所得割の額  72,800円以上 

84,900円未満 

０ 
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Ｄ４ 
所得割の額  84,900円以上 

97,000円未満 

０ 

Ｄ５ 
所得割の額  97,000円以上 ０ 

115,000円未満  

Ｄ６ 
所得割の額  115,000円以上 

133,000円未満 

０ 

Ｄ７ 
所得割の額  133,000円以上 

151,000円未満 

０ 

Ｄ８ 
所得割の額  151,000円以上 

169,000円未満 

０ 

Ｄ９ 
所得割の額  169,000円以上 

187,000円未満 

０ 

Ｄ10 
所得割の額  187,000円以上 

206,000円未満 

０ 

Ｄ11 
所得割の額  206,000円以上 

225,000円未満 

０ 

Ｄ12 
所得割の額  225,000円以上 

244,000円未満 

０ 

Ｄ13 
所得割の額  244,000円以上 

263,000円未満 

０ 

Ｄ14 
所得割の額  263,000円以上 

282,000円未満 

０ 

Ｄ15 
所得割の額  282,000円以上 

301,000円未満 

０ 

Ｄ16 
所得割の額  301,000円以上 

333,000円未満 

０ 

Ｄ17 
所得割の額  333,000円以上 

365,000円未満 

０ 

Ｄ18 
所得割の額  365,000円以上 

397,000円未満 

０ 

Ｄ19 所得割の額 397,000円以上 ０ 

別表第２備考中４の項を削り、５の項を４の項とする。  

附 則  

この条例は、令和７年９月１日から施行する。  
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第５０号議案  

多摩市特定教育・保育に係る利用者負担に関する条例の一部を改

正する条例の制定について  

上記の議案を次のとおり提出する。  

令和７年６月５日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 

記  

 

多摩市条例第  号  

 

多摩市特定教育・保育に係る利用者負担に関する条例の一部を改

正する条例  

 

多摩市特定教育・保育に係る利用者負担に関する条例（平成２６年多摩市条

例第４１号）の一部を次のように改正する。  

別表第１中備考以外の部分を次のように改める。  

別表第１（第４条関係）  

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業で行われる保育に係る利用者負

担額基準額表（保育標準時間）  

各月初日に在籍している子どもの属する世帯

の階層区分 
利用者負担額の基準額（月額、

単位：円） 
階層区分 世帯区分 

Ａ 

生活保護法（昭和２５年法律第１

４４号）による被保護世帯（単給

世帯を含む。）及び中国残留邦人

等の円滑な帰国の促進並びに永住

帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）による

支援給付受給世帯  

０ 

 

Ｂ 市町村民税非課税世帯  ０ 

Ｃ１ 
均等割の額のみ（所得割の額のな

い世帯） 

０ 
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Ｃ２ 
所得割の額 １円以上 

24,300円未満 

０ 

Ｃ３ 
所得割の額  24,300円以上 

48,600円未満 

０ 

Ｄ１ 
所得割の額  48,600円以上 

60,700円未満 

０ 

Ｄ２ 
所得割の額  60,700円以上 

72,800円未満 

０ 

Ｄ３ 
所得割の額  72,800円以上 

84,900円未満 

０ 

Ｄ４ 
所得割の額  84,900円以上 

97,000円未満 

０ 

Ｄ５ 
所得割の額  97,000円以上 

115,000円未満 

０ 

Ｄ６ 
所得割の額  115,000円以上 

133,000円未満 

０ 

Ｄ７ 
所得割の額  133,000円以上 

151,000円未満 

０ 

Ｄ８ 
所得割の額  151,000円以上 

169,000円未満 

０ 

Ｄ９ 
所得割の額  169,000円以上 

187,000円未満 

０ 

Ｄ10 
所得割の額  187,000円以上 

206,000円未満 

０ 

Ｄ11 
所得割の額  206,000円以上 

225,000円未満 

０ 

Ｄ12 
所得割の額  225,000円以上 

244,000円未満 

０ 

Ｄ13 
所得割の額  244,000円以上 

263,000円未満 

０ 

Ｄ14 
所得割の額  263,000円以上 

282,000円未満 

０ 

Ｄ15 
所得割の額  282,000円以上 

301,000円未満 

０ 
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Ｄ16 
所得割の額  301,000円以上 

333,000円未満 

０ 

Ｄ17 
所得割の額  333,000円以上 

365,000円未満 

０ 

Ｄ18 
所得割の額  365,000円以上 

397,000円未満 

０ 

Ｄ19 所得割の額 397,000円以上 ０ 

別表第１備考中４の項を削り、５の項を４の項とする。  

別表第２中備考以外の部分を次のように改める。  

別表第２（第４条関係）  

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業で行われる保育に係る利用者負

担額基準額表（保育短時間）  

各月初日に在籍している子どもの属する世帯

の階層区分 
利用者負担額の基準額（月額、

単位：円） 
階層区分 世帯区分 

Ａ 

生活保護法による被保護世帯（単

給世帯を含む。）及び中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法

律による支援給付受給世帯 

０ 

 

Ｂ 市町村民税非課税世帯 ０ 

Ｃ１ 
均等割の額のみ（所得割の額のな

い世帯） 

０ 

Ｃ２ 
所得割の額 １円以上 

24,300円未満 

０ 

Ｃ３ 
所得割の額  24,300円以上 

48,600円未満 

０ 

Ｄ１ 
所得割の額  48,600円以上 

60,700円未満 

０ 

Ｄ２ 
所得割の額  60,700円以上 

72,800円未満 

０ 

Ｄ３ 
所得割の額  72,800円以上 

84,900円未満 

０ 
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Ｄ４ 
所得割の額  84,900円以上 

97,000円未満 

０ 

Ｄ５ 
所得割の額  97,000円以上 

115,000円未満 

０ 

Ｄ６ 
所得割の額  115,000円以上 

133,000円未満 

０ 

Ｄ７ 
所得割の額  133,000円以上 ０ 

 151,000円未満  

Ｄ８ 
所得割の額  151,000円以上 

169,000円未満 

０ 

Ｄ９ 
所得割の額  169,000円以上 ０ 

 187,000円未満  

Ｄ10 
所得割の額  187,000円以上 

206,000円未満 

０ 

Ｄ11 
所得割の額  206,000円以上 

225,000円未満 

０ 

Ｄ12 
所得割の額  225,000円以上 

244,000円未満 

０ 

Ｄ13 
所得割の額  244,000円以上 

263,000円未満 

０ 

Ｄ14 
所得割の額  263,000円以上 

282,000円未満 

０ 

Ｄ15 
所得割の額  282,000円以上 

301,000円未満 

０ 

Ｄ16 
所得割の額  301,000円以上 

333,000円未満 

０ 

Ｄ17 
所得割の額  333,000円以上 

365,000円未満 

０ 

Ｄ18 
所得割の額  365,000円以上 

397,000円未満 

０ 

Ｄ19 所得割の額 397,000円以上 ０ 

別表第２備考中４の項を削り、５の項を４の項とする。  

附 則  

この条例は、令和７年９月１日から施行する。  
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第５１号議案  

社会福祉法人の保育所に対する補助金の交付に関する条例の一部

を改正する条例の制定について  

上記の議案を次のとおり提出する。  

令和７年６月５日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 

記  

 

多摩市条例第  号  

 

社会福祉法人の保育所に対する補助金の交付に関する条例の一部

を改正する条例  

 

社会福祉法人の保育所に対する補助金の交付に関する条例（昭和４６年多摩

市条例第１１号）の一部を次のように改正する。  

別表民間保育所補助事業の部に次のように加える。  

保育所土地賃借料

補助金  

土地を賃借して運営する保育所のうちその事情を勘

案して市長が特に支援の必要があると認めるものに係

る当該土地の賃借料について、当該賃借料を上限とし

て当該土地の公租公課に相当する額  

附 則  

この条例は、公布の日から施行し、改正後の社会福祉法人の保育所に対する

補助金の交付に関する条例の規定は、令和７年４月１日から適用する。  
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第５２号議案  

多摩市子ども・子育て会議設置条例の一部を改正する条例の制定

について  

上記の議案を次のとおり提出する。  

令和７年６月５日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 

              記  

 

多摩市条例第  号 

 

多摩市子ども・子育て会議設置条例の一部を改正する条例  

 

多摩市子ども・子育て会議設置条例（平成２５年多摩市条例第３９号）の一

部を次のように改正する。  

題名を次のように改める。  

多摩市子ども・若者・子育て会議設置条例  

第１条中「多摩市子ども・子育て会議」を「多摩市子ども・若者・子育て会

議」に改める。  

第３条第３号中「その他の」を「その他」に改める。  

第４条中「１５人」を「１０人」に改め、同条各号を次のように改める。  

⑴ 子ども・子育て支援その他こども施策に関し学識経験のある者  

⑵ 子ども・子育て支援その他こども施策に関する業務を行う法人又は組織

に属する者  

⑶ 多摩市立小中学校の教員  

⑷ 公募による市民  

第４条に次の１項を加える。  

２ 前項の委員のほか、特別の事項を審議させる必要があると認めるときは、

審議会に事業主を代表する者、労働者を代表する者、子どもの保護者その他

の者を臨時委員として置くことができる。  

第７条第３項中「委員」の次に「及び臨時委員」を加え、同条第４項中「出

席委員」を「出席した委員及び臨時委員」に改める。  

第１０条を第１１条とする。  

第９条中「審議会」の次に「及び部会」を加え、同条を第１０条とし、第８

条の次に次の１条を加える。  
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（部会）  

第９条 会長は、専門的事項を調査審議させるために必要があると認めるとき

は、審議会に部会を設置することができる。  

附 則 

 この条例は、令和７年１１月１日から施行する。 
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第５３号議案  

多摩市西永山福祉施設条例の一部を改正する条例の制定について  

上記の議案を次のとおり提出する。  

令和７年６月５日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 

              記  

 

多摩市条例第  号 

 

多摩市西永山福祉施設条例の一部を改正する条例  

 

多摩市西永山福祉施設条例（平成３０年多摩市条例第４５号）の一部を次の

ように改正する。  

別表介護保険事業施設の項中「１８６，４００円」を「２２３，６００円」

に改め、同表第１障害福祉サービス事業施設の項中「１０４，６００円」を「

９９，５００円」に改め、同表第２障害福祉サービス事業施設の項中「９５，

８００円」を「９１，１００円」に改め、同表第３障害福祉サービス事業施設

の項及び第４障害福祉サービス事業施設の項中「１２９，５００円」を「１２

３，１００円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の別表の規定による使用料は、この条例の施行の日

（以下「施行日」という。）以後の事業施設の使用について適用し、施行日

前の事業施設の使用については、なお従前の例による。 
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第５４号議案  

多摩市営駐輪場条例の一部を改正する条例の制定について  

上記の議案を次のとおり提出する。  

令和７年６月５日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 

記  

 

多摩市条例第  号  

 

多摩市営駐輪場条例の一部を改正する条例  

 

多摩市営駐輪場条例（平成８年多摩市条例第１８号）の一部を次のように改

正する。  

第１条の見出し中「及び設置」を削る。  

第２条中第３号を削り、第４号を第３号とし、同条第５号中「自転車等」を

「自転車、原動機付自転車」に改め、同号を同条第４号とし、同条第６号中「

市」を「多摩市（以下「市」という。）」に改め、同号を同条第５号とする。  

第４条中「前条の駐輪場」を「駐輪場ごと」に改め、同条中第３号を削り、

第４号を第３号とする。  

第５条中「、有料自転車等駐輪場」を削り、同条第３号中「利用料金」を「

有料駐輪場の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）」に改める。  

第８条中「１箇月、３箇月又は６箇月」を「月」に改める。  

第１３条第１項第２号中「第１８条第２項に規定する有料駐輪場の利用に係

る料金（以下「利用料金」という。）」を「利用料金」に改め、同条第４項中

「に規定する告示」を「の規定による告示の」に改める。  

第１９条第１項第２号中「心身障害者等で」を「心身障がい者等であって」

に改め、同条第２項中「前条の」を削る。  

第２２条第１項中「第１３条第２項」を「第１３条」に改める。  

 「      

別表第２中  

永山駅駐輪場  有料自転車等駐輪場  

 

」  

 

多摩センター駅東駐輪場  を  

多摩センター駅西駐輪場  有料自動二輪車等駐輪場   
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「      
永山駅駐輪場  有料自動二輪車等駐輪場  

 

」  

 

多摩センター駅東駐輪場  に改める。  

多摩センター駅西駐輪場    

    別表第３中「午前零時」を「午前０時」に改める。  

別表第４を次のように改める。  

別表第４（第１８条関係）  

１ 定期利用  

種別  単位  利用料金上限額  

自転車  １か月  ２,２００円 

原動機付自転車   ４,４００円 

自動二輪車   ６,６００円 

 備考 １か月を超える月数の定期利用に係る利用料金上限額は、月数にこの

表の利用料金上限額を乗じて得た額とする。  

２ 一時利用  

種別  単位  利用料金上限額  

自転車  １回  １１０円 

原動機付自転車  ２２０円 

自動二輪車   ３３０円 

備考  

  １ 自動精算機により利用料金を納付する駐輪場において、この表を適用

する場合は、「１回」とは「１回の利用時間が２時間を超える場合」と

する。  

  ２ 指定管理者は、利用料金上限額を限度として、規則で定める回数利用

券を発行することができる。  

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例による改正後の別表第４の規定は、この条例の施行の日（以下「

施行日」という。）以後に許可を受ける利用（施行日の午前３時までの一時

利用（自動精算機により利用料金を納付する場合に限る。以下同じ。）を除

く。）に係る利用料金について適用し、施行日前に許可を受けた利用及び施

行日の午前３時までの一時利用に係る利用料金については、なお従前の例に

よる。  
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